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研究成果の概要（和文）：　本研究課題は、時間節約的な技術やサービスを導入することで、余った時間が、家
庭内行動時間の変化を通して、エネルギー消費量を増加させる現象である「時間リバウンド効果」の存在とその
大きさを検証するものである。私たちは、時間リバウンド効果の理論モデルを構築し、家庭を対象としたアンケ
ート調査データに基づいて実証分析を行った。その結果、食洗機の導入によって、時間リバウンド効果が発生
し、最大で約2.6%の電気使用量が増加することが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：　This study examines the existence and magnitude of the "time rebound 
effect," a phenomenon in which the extra time spent by introducing time-saving technologies and 
services increases energy consumption through changes in household behavioral time. We developed a 
theoretical model of the time rebound effect and conducted an empirical analysis based on survey 
data from households. The results showed that the introduction of dishwashers caused a time rebound 
effect, increasing electricity use by up to about 2.6%.

研究分野：エネルギー経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　時間短縮製品やサービスの普及は、忙しい現代社会において、人々に自由な時間をもたらし生活をより豊かに
すると考えられる。その一方で、そのような余った時間を使った行動がエネルギー使用を伴うものであるなら
ば、エネルギー消費量を増加させてしまう可能性が考えられる。本研究では、これまで注目されてこなかった時
間リバウンド効果に着目し、その発生メカニズムと実際にどの程度影響があるかについて検証を行った。現状で
は、それほど大きな影響ではなかったが、時間短縮技術やサービスはますます普及していくことが予想されるた
め、環境への負荷を考慮した対策が今後必要になってくると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

人々の利便性や効率性の追求により,さまざまな時間短縮的な技術やサービスが普及してきた. 
近年では, Amazon.com や楽天市場のようなオンラインショッピングが普及し,さまざまな種類
の商品をわざわざ複数の店舗に足を運ぶことなく自宅で購入でき, さらに商品は自宅まで配送
してくれる. このようなサービスを利用することで, これまで実際に店舗を訪れていた時間が
節約され, その時間を他の活動に使えるようになる. さらに, 食器洗い乾燥機(以下, 食洗機)や
衣類乾燥機, ロボット掃除機などの時間短縮的な製品の普及も, 人々を家庭内外の家事労働か
ら解放する. したがって, 時間短縮的技術やサービスの普及は家計の自由に使える時間(以下, 
可処分時間)を増加させる. 直感的にこれは, 家計により多くの活動を行うことを許すため, 厚
生の観点から望ましいかもしれない. しかし, 現在では, 多くの家計行動にエネルギー消費を伴
うことから, 可処分時間の増加が, 家計部門全体のエネルギー消費量を増大させる『時間リバウ
ンド効果』という問題が懸念されている(cf. Brencic and Young, 2009; Sorrell et al., 2020).  

研究開始当初, 日本を対象として, 時間の節約が家計部門のエネルギー消費量に与える影響
を分析した研究は行われていなかった. 重大なエネルギー問題に直面し, 社会の省エネ化を促
進させたい日本にとって, 時間リバウンド効果の分析を通して時間短縮的な製品・サービスの利
用とエネルギー消費量の関係を明らかにすることは, 将来の省エネ促進政策の設計に有効であ
ると言えよう. 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は, 時間短縮技術やサービスを導入した際に発生が懸念される, 時間リバウン
ド効果の影響を評価し, 今後の環境政策への提言を行うことを目的としている. そのために, ま
ず時間リバウンド効果が発生するメカニズムを, 先行研究であるエネルギー効率改善により発
生するリバウンド効果の理論モデルに, 時間効率性を導入することで導出する. さらに, 日本の
家計部門を対象としたアンケート調査を行い, 時間リバウンド効果の発生の有無と, その大き
さについて明らかにする.  
本研究は, 現在の日本における, 時間的観点を通して技術・サービスの進歩とエネルギー消費
量の関係を明らかにするものである. 本研究から生み出される結果は, 日本の家計部門に対す
る現行の省エネ政策の課題を明らかにし, 今後必要とされる省エネ政策設計について, より具
体的な提案を可能にするものと期待できる. 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では, 次のような３つの段階で研究を進めていく. １つ目は, 時間短縮技術の導入にお
ける家計行動への影響の検証, ２つ目は, 時間リバウンド効果の推定, ３つ目は, 省エネ政策の
提言である. １つ目では, 時間リバウンド効果が発生するメカニズムを消費者の家計内生産モ
デルから導出する. ここで導出したモデルを用いて, ２つ目に大規模な家計調査を行い, そのデ
ータを用いて時間リバウンド効果の推定を行う. 推定は２段階で行い, １段階目は時間節約技



術の導入が家計内行動時間に与える影響を推定し, さらに, ２段階目では, 家計内行動がエネル
ギー消費量（電力消費量）に与える影響を推定することで, 時間リバウンド効果の発生の有無と
その大きさを推定する. 最後に, 結果に基づいて政策提言を行う.  
 
 
４．研究成果 
 
 ３年間の研究の中で, まず, 時間リバウンド効果のメカニズムを Chan and Gillingham(2015)
が, 家庭内生産モデルから導出した通常のリバウンド効果の理論モデルに, 時間という生産要
素を導入して拡張することで導出した. このモデルでは, 以下のように, エネルギー効率の時間
効率弾力性 ( ( )) を導出することで, 時間リバウンド効果が３つの項に別れることを示し
た. それは, (i)時間短縮製品・サービスを導入した際に, 使用時間や行動に変化がなくてもエネ
ルギー消費量に影響を与える「直接効果」, (ii) 時間短縮製品・サービスを導入した際に, 可処
分時間を, 当該製品・サービスの使用時間に振り分けることでエネルギー消費量が変化する「直
接時間リバウンド効果」, (iii) 時間短縮製品・サービスを導入した際に, 可処分時間を, 当該製
品・サービス以外の行動時間に割り当てることでエネルギー消費量が変化する「間接時間リバウ
ンド効果」の３つである. この３つの項から, 時間短縮製品・サービスを導入した際に, エネル
ギー消費量に与える影響が説明されることが明らかになった.  
 

( ) ≡ ⋅ = ⋅  ( )
直接効果

+ ⋅ ( ) ⋅ ( )
直接時間リバウンド効果

+ ⋅ ⋅

間接時間リバウンド効果

時間リバウンド効果

.         

 
 上述の式のメカニズムに沿って, 実際に時間リバウンド効果が発生しているのかどうかを明
らかにするため, 家計部門を対象にした調査を２回実施した. [1]アンケート調査と, [2]自動掃除
機配布実験をそれぞれ行い, そこから得られたデータに基づいて, 時間リバウンド効果の推定
を行った. 現在[2]の実験結果については, 結果の取りまとめ中のため, [1]の内容の研究成果の
み紹介する.  
 [1]の調査は, 関西電力管内の 715 世帯を対象に行ったものである. Web アンケート調査会社
に依頼して, 時間短縮製品・サービスの保有状況や使用状況, 家庭内での家事や余暇の行動に振
り分ける時間, 家電の保有状況, 世帯属性などを聞き取り, さらに過去 2 年分の電気使用量デー
タも提出してもらった. この調査では, ２つの時間短縮製品・サービス：「①食洗機」と「②食品
の注文配送サービス」と, ８つの家庭内行動：「料理」, 「洗濯」, 「掃除」, 「テレビ」, 「イン
ターネット」, 「ゲーム」, 「読書」, 「その他の趣味」に注目した.  
 分析は２段階で行った. まず第１段階では, 時間短縮製品・サービスである①と②をそれぞれ
導入している世帯と, 未導入世帯を比較するため, プロペンシティスコアマッチング法を用い
て, ８つの家庭内行動時間に変化が起こったかを検証した. 結果として, ①食洗機を導入すると, 
洗濯の頻度が統計的に有意に増え, ②食品のインターネット注文配送サービスを利用すると, 
インターネット, ゲーム, 読書, その他の趣味の時間が有意に増えることが明らかになった. 第
２段階では, この増加した家庭内行動時間がエネルギー消費量（電力消費量）に与える影響を検
証するため, 回帰分析を用いて検証を行った. 結果として, 洗濯とテレビの時間の増加が, 有意



に電力消費量を増加させることが明らかになった.  
 第１段階と第２段階の推定結果をもとに, 時間短縮製品・サービスを導入した際に, 家庭内行
動時間の変化を通して, エネルギー消費量に与える影響の大きさを検証したところ, ①の食洗
機を導入した時のみ, 間接時間リバウンド効果として, 洗濯の時間が増加し, その結果, 電力消
費量が最大で 2.63%増加することが分かった. 2.63％はそれほど大きな値にようにみえないが, 
2011 年の東日本大震災の際に, 電力供給不足に対する節電要請において, 5%程度の目標の達成
に苦労していた現状を考慮すれば, 決して無視できるような大きさではないと考えられる. ま
た, 時間短縮製品・サービスの需要は今後ますます増加していくことが予想されるため, 将来的
には時間リバウンド効果の大きさは, より大きくなると考えられる. よって, 既存の省エネ政策
の評価において, このような時間リバウンド効果の影響の盛り込み, 対策を進めていく必要が
あると考える.  
  本研究は, “Time Rebound Effect in Households' Energy Use: Theory and Empirical Evidence” 
として研究論文としてまとめられ, 2018 年 9 月に上智大学で開催された, 環境経済・政策学会年
次大会と, 2019 年６月にマンチェスター大学で開催された, ヨーロッパ環境資源経済学会にお
いて報告し, その後修正を行なってエネルギー経済学の英文雑誌に投稿. 現在リバイズ・再投稿
の段階にある.  
  [2]の自動掃除機配布実験については, iRobot 社の自動掃除機ルンバを, ランダムに選ばれた
30 世帯に配布し, 事前と事後の電気使用量と家庭内行動時間を, 未配布世帯 250 世帯と比較し
て, 時間リバウンド効果の発生とその大きさを検証する研究である. これはランダム化比較実
験であるため, [1]の調査よりも精度の高い検証が行える. この実験の結果は, 現在取りまとめ中
のため, 結果がまとまり次第, 2020 年に開催される環境経済・政策学会で報告し, 英文学術雑誌
に投稿する.  
 また, このような時間リバウンド効果を含めた省エネ対策の１つに, エネルギーの使用量に
課税する「環境税」が考えられる. この環境税に関して, 市民や企業が, 環境税導入に際した税
収入の非効率な取り合いコンテストが存在すると, 政府が先だって国際協定が示した水準に沿
うよりも, むしろそれ以上の排出削減を国内目標に掲げたほうが, 社会的費用の最小化につな
がる可能性があることを示した理論研究を行った. この研究は, "Ambitious Emissions Goal as a 
Strategic Preemption" として研究論文としてまとめ, 現在英文雑誌に投稿中である.  
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